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薦飾区保育の実施及び保育料等に関する条例施行規則の改正について

子育て支援課

1 趣  旨

地方税法等の一
部を改正する法律 (平成 22年 法律第 4号 )及 び所得税法等の一

部を改正する法律 (平成 22年 法律第 6号 )に 基づき、 16歳 未満の年少扶養控除

と16～ 18歳 までの特定扶養控除の上乗せ部分が廃止 されたことにより、所得税

や住民税の税額 と連動する平成 24年 度の保育料等が増額することが予測 される。

ついては、扶養控除の見直 しによる保護者への影響を可能な限 り生 じさせないよ

うにするため、施行規貝どの改正を図る。

2 内  容

規貝J内の下記別表に、「保育料等の額 を算出するために定めた所得の範囲及び計

算方法は、年少扶養控除及び特定扶養控除の上乗せ部分について、廃止がなかった

ものとして計算 された税額 とする。」旨を追記するもの

(別紙 新 旧対照表抜粋参照)

〇第6条  別 表第2 保 育料徴収基準額表
別表第 3 延 長保育料徴収基準額表

②第 8条   別 表第 5 保 育料等減額基準表

3 施 行 日

平成 24年 4月 1日

4 周 知方法

区公式ホームページ、広報かつ しか 4月 15日 号 (予定)



新|口対照義(抜粋)

現 行 改正案

葛飾区保育の実施及び保育料等に関する条例施行

規員U

平成 10年
‐
3月 81日

規則第 37号

(保育料等の額)

第 6条  条 例第 3条 第 1項 の規貝Uで定める額 (以下

「保育料Jと い う。)は 別表第 2に 定める額 とし、

同条第2項の規則で定める額 (以下 「延長保育料」

という。)は 別表第 3に定める額とする。

2 ～ 3 ( 略 )

(保育料等の減額)

第 8条  条 例第 4条 の規定により保育料及び延長保

育料 (以下 「保育料等」という。)を 減額する場合

は、別表第 5に 定めるところによる。

2 ～ 5 ( 略 )

別表第 2(第 6条 関係)

保育料徴収基準額表

(略)

備考

1～ 7 (略 )

葛飾区保育の実施及び保育料等に関する条例施行

規則

平成 10年 3月 31日

規則第 37号

(保育料等の額)

第 6条  条 例第 3条 第 1項 の規則で定める額 (以下

「保育料」というと)は 別表第 2に 定める額とし、

同条第2項 の規則で定める額 (以下 「延長保育料」

という。)は 別表第 3に定める額とする。

2～ 3 (略 )

4 別 表第 2で 定める保育料を算出するための所得

の範囲及び計算方法は、地方税法等の一部を改正す

る法律 (平成 22年 法律第4号 )及 び所得税法等の

一部を改正する法律 (平成 22年 法律算 o号 どと二基

り廃止された年少扶養控除及び特定換塗空墜の上

乗せ部分について、廃止がなかったものとして計算

された税額とする。

(保育料等の減額)

第 8条  条 例第 4条 の規定により保育料及び延長保

育料 (以下 「保育料等」という。)を 減額する場合

は、別表第 5に 定めるところによる。

2 ～ 5 ( 略 )

別表第 2(第 6条 関係)

保育料徴収基準額表

(略)

備考

1～ 7(略 )
' 8 こ

の表において、保育料を算出するための所

得の範囲及び計算方法は、地方税法等の一部を

改正する法律 (平成 22年 法律第 4号 )及 び所

得税法等の一部を改正する法律 (平成 22年 法

律第 6号 】tこより廃止された年少扶養控除及び

特定扶養控除の上乗せ部分について、廃上がな

かつたものとして計算 された税額とする。



別表第 3(第 6条 関係)

延長保育料徴収基準額表

(略)

備考

1～ 6(路 )

別表第 5(第 8条 関係)

保育料等減額基準表

(略)

別表第 3(第 6条 関係)

延長保育料徴収基準額表

(略)

備考

1～ 6 (略 )

7二 この表の適用に際 し、延長保育料を算出する

ための所得の範囲及び計算方法は、地方税法等

の
一部を改正する法律 (平成 22年 法律第 4号 )

及び所得税法等の
一部を改正する法律 で平成 2

2年 法律第 6号 )に より廃止 された年少扶養控

除及び特定扶養控除の上乗せ部分について、廃

止がな杢った
°
ものとして計算 された税額 とす

る。

別表第 5(第 8条 関係)

保育料等減額基準表

(略)

陸

1 こ の表に規定する階層及び付加基準とは、別表第

2に 規定する階層及び付加其盗ないうA

2_複 数の条件番号に重複 して該当する場合は、減額

後の保育料の額が最も小さい条件番号の規定を適用

する。

3 こ の表中、今年度の特別区民税又は市町村民税並

びを三曲算分所得統について,ま、地方税法等の一部を

改正する法律 (平成 22年 法律第4号 )及 び所得税

法等の一部を改正する法律 (平成 22年 法律第 6号 )

により廃止された年少扶養控除及び特定扶養控除の

上乗せ部分について廃止がなかったものとして計算

された税額とする。

図

1 こ の規則は、平成 24年 4月 1日から施行する。


